Chapter 2 Thai no minshuka to antei by 玉田  芳史
第2章　タイの民主化と安定















1.は じ め に
タ イ の 政 治 は 「っ ま ら な い 」 と思 わ れ る ほ ど安 定 して い る 。 こ う し た 安 定 は 、1960年 代 の 軍
図 表1人 ロ10万 人 あ た りの主 要 犯 罪 発 生 件 数 、1967～2000年
出 所1996年 以 前 はStatisticalYearbookThailandに 、97年 以 後 は警 察 の統 計 に基 づ き筆 者 作成1。





事政権下の安定とは異なり、70年 代の動乱とは対照をなして、80年 代以後に進んだ民主化 とと
もに達成 されてきた。そうした安定や民主化がどのように成し遂げられてきたのかを振 り返 り、
さらに近年の政治改革が安定にどのような影響を及ぼそ うとしているのかを考えてみたい。
タイは、元来、宗教、民族、地域などに起因する対立が少ない国である。武力による革命 を
目指 していたタイ共産党は1980年 代前半には壊滅 した。その80年 代以降は、殺人や強盗といっ






閣僚の大半は行政官と軍人であった。1945年 までは民選議員閣僚は皆無であり、46年 か ら57
年までは閣僚のおおむね3分 の1ほ どは民選議員であった。それが58年 以後は民選議会が廃
止されたため、閣僚は再び官僚と軍人により構成 され るようになった3。70年 代半ばにはこう
した官僚支配体制(bureaucraticpolity)を 打破 して一躍閣僚のほぼ全員が民選議員 となった。
しかし民主政治はわずか1年 半で権威主義体制へ逆戻 りし、今度はじっくりと再構築されなけ
ればならなかった。その作業を担ったのがプレーム政権であった。80年3月 に成立 し、88年
8月 まで続いた同政権下では民選議員の割合が確実に増えていった(図 表2参 照)。
プレームによって敷かれた民主化のレールは今 日まで続いている。90年 代初めにはクーデ
タや流血事件によって一時的に脱線 したものの、その後は民主政治の定着期に入っている。
1960年 代 には東南アジアでもっとも非民主的な国であったタイが、90年 代にはもっとも民主
的な国となった。 しかもその政治は頗る安定 している。
安定ぶ りをよく物語るのは、総選挙でさえもさほ ど関心を集めないことであろ う。ブルネイ
や ミャンマーのように選挙を実施 しないからでも、一党独裁国家のように信任投票にすぎない
か らでも、シンガポール、マ レーシアあるいはスハル ト時代のインドネシアのように勝敗があ
らか じめ決まっているか らでもない。それどころか、タイはその対極をなしている。総選挙は




3軍 事政権であっても、た とえばイン ドネシアのスハル ト政権とは異なり、軍人は行政にはあまり進出
しなかった。 もっとも典型的な軍事政権について見てみると、軍人は、1959年2月 成立のサ リット政権
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1988年 1992年3月 1992年9月 1995年 1996年 2001年
タイラックタイ党 一 一 一 一 一 248
チャー トタイ党 87 74 77 92 39 41
社会行動党 54 31 22 22 20 1
民主党 48 44 79 86 123 128
サ ー マ ッキ ー タ ム党 一 79 一 一 一 一
新希望党 一 72 51 57 125 36
チ ャー トパ ッ タナ ー 党 一 一 60 53 52 29
プラチャーコーンタイ党 31 7 3 18 18 0
パランタム党 14 41 47 23 1 0
その他 123 12 21 40 15 17
合 計 357 360 360 391 393 500
出所 各総選挙結果に基づき筆者作成。なお、2001年 については第1回 投票の結果である。
選挙のたび に政権 が交代す るとい うことは、政権がか な り不安定であ ることを意 味す る。 シ























暴力革命路線は論外であ り、合法的左翼 も警戒すべき対象であった。1973年10月14日 に15年
間にわたる長期軍事政権が大学生 らの運動によって崩壊 し、75年1月 に総選挙が実施されると、
社会(sangkhomniyom)党 、 社会主義同志(naeoruamsangkhomniyom)党、新勢力
(phalangmai)党 といった左派や進歩派の政党が37議 席を獲得 した。折 しもイン ドシナ3国
では共産化が進み、タイ国内でも共産党の勢力が伸張し、さらに学生、農民、労働者の運動が
盛んな時期と重なっていた。保守派は左派勢力に強い危機感を抱いて、76年4月 総選挙では
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うと議員資格を喪失すると定めた。小政党乱立阻止のため、総選挙にあたって政党に議員定数




とになる。79年 総選 挙では社会 党 と社会 主義同志党 が合併 して民 主社会(sangkhom
prachathipatai)党 を結成 したものの当選者を出せなかった。他方、新勢力党は8名 の当選者








集票請負人(huakhanaen)制 度の発達 も重要である。1975年 から翌年にかけての政党政
権は学生、農民、労働者などの様々な要求を政策にかなり反映 させていた5。保守派からすれ
ば、これは歓迎されることではなかった。「タイの多くのエ リー トの観点からすると…[学 生、






挙では37%に とどま り、80年 代に50%を 越 え、90年 代には60%を 越 えるのと比べると[堀越











権的な行政構造がある。政府は過去に1957年 と69年 に 「政府党」[藤i原1994]の 結成を 目指 し
たことがあった。長期政権担 当中の軍人首相が内務省を巻き込み総力を挙げて選挙運動を行っ




政府が70年 代に打ち出した政策の中に、恐 らく予期せぬ効果 として、こうした状況の改善
に寄与するものが2つ あった。1つ は75年 に導入 された農村開発への資金環流事業である。
これは区長に開発予算を委ねるものである。開発事業には利権がつきものであり、区長や村長
になろうとするものが増 え、区長や村長の地位をめぐる争いが激 しくなった。地位の防衛者も
挑戦者 も、支持者の獲得に熱心になり、利権で結ばれた党派(phakphuak)が 形成 されて、
自派成員への統制力を増してゆくことになる[Arghiros2001]。 もう1つ は、70年 代に街頭政
治が活発になると、政府が複数の官製右翼組織を通 じて、「群衆対群衆(mobchonmob)」
とい う大衆動員戦術を採用したことである。76年 クーデタ当時にはこれが頂点に達 した。そ
の後政府 は大衆組織の暴走を恐れて動員解除に動き[Bowie1997:chapter8]、 制御可能な防












議会政治を定着 させ ようとするとき、その欠点をことさらにあげつ らったり議会外の政治活
6こ うした激戦ぶ りは行政機構や軍隊が選挙にほとんど関与せず中立を堅持していることを意味 してい
る。与党 といえども権力を乱用 して大がかりな不正選挙を実施することは困難なのである。
7い うまでもなく、内務省内部が一枚岩にはまとまっていないこともこうした結果に寄与していた。
8そ うした地域指導者の代表例は1970年 代から81年 に暗殺されるまでタイ東部地方で勢力をふ るった
シア ・チウである[Chumphon1982]。 彼の台頭にとっては非合法事業か らの利益、行政官や軍人との
人脈、国会議員の選挙支援が重要であった。
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動に比重をおいたりするものが出てくることは不都合である。そうした院外派は最小化される
必要がある。 この点で1992年 の事件は重要であった。同年5,月 、首都選出の下院議員でパ ラ
ンタム党党首のチャムローンが、1ヶ 月前に誕生 したスチンダー政権の退陣要求集会への結集
を呼びかけてハンス トに突入 した。この呼びかけに応 じて集会の規模がふ くらむと、政府側 は
様々な妨害工作を試み、かえって怒 りを増幅 させて参加者を増やすことになった。政府は5月















してさらに、中間層が多かったとい う説明は、中間層だか ら参加 したという説明へと飛躍 した。
中間層多数説か ら中間層主導説への転換である。これは研究者の間でも多数説 となった。こう
なると、チャムローンは居場所を失い説明か ら消え落ちてゆく。
事件後の92年9月 に総選挙が実施 された。 マス ・メデ ィアは5月 事件当時の野党4党 を




比させ るべく 「議会政治を堅持する」とい うスローガンを掲げた。他方において、親軍勢力は
チャムローンへの批判や脅迫を続けていた。 こうした逆風の中でパランタム党は首都での議席














安定は難 しい。また、大群衆を動員す る政治は危険きわまりない。流血にいた り犠牲者がでる.
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しい。有権者を動員 しえない政党が議員を増やそうとすれば、集票力のある議員を集めるしか
ない。1970年 代に無所属が禁止 されるまでは、当選 した議員を買収することがまかり通って
いた。 しかし、そうした買収を防止するために無所属議員が禁止 されると、選挙前に当選可能
性の高いものを買い集めるようになった。
政党が有権者や票ではな く、議員 を求 めてい るこ とを端的に示すのは特務政党(phak
chaphokit)と 呼ばれる政党の存在である。特定の個人や 目的のために設立 されて直後の総選
挙で多くの議席を獲得 し、役割を終えると簡単に消滅す る。典型的なのは1992年3月 総選挙
向けに結成 され、第一党になったサーマッキータム党である。同党は半年後には姿を消してい
た。こうした政党は過去にい くっも登場 してきた。政党自体に集票力が求められるならば、結
































のである。1970年 代に作 られた政党の場合には結党者たちが資金を提供 していた。富裕 な党
幹部である。 しかし、80年 代以後はそ うした特定のパ トロンよりも、党の経営か ら調達され
るようになった。調達の資金源は2つ である。1つ は国家予算である。大臣は各種公共事業を
行 う際に事業予算の5%や10%を 受注業者か らのりべ一 トとい う形で受け取 る。収入が予算
規模 とほぼ比例するため、政治家は予算規模の大きな省や局の監督権を得 ようと競争する。
2000年 度予算でいえば、初等教育委員会事務所(869億 バーツ)、 国道局(443億 バーツ)、灌
漑局(348億 バーツ)、 土木局(218億 バーツ)、農村急速開発事務所(160億 バーツ)と いっ
た官庁である。もう1つ は独 占権や許認可あるいは規制の適用免除といった何 らかの特権を得




者の中でもっとも重要なのも地方実業家である。チャー トタイ党(1974年 結成)な らびにチャー
トパッタナー党(92年 結成)を 所有 した一族10が、自宅が首都にあるにもかかわ らず地方で立
候補 してきたのはそ うした地方実業家の集票網に依存しえたからである。彼 らと同様に、首都
の官界や経済界で活躍する人物が縁もゆか りもない県で立候補す ることは珍 しくない。 こうし







ある。1969年 総選挙では、無所属議員が多数誕生 し、当選後に軍事政権に身売 りするものが
続出した。この反省 に基づいて、70年 代以後は憲法により無所属議員が禁止 されてきた。 し
かし、身売 り禁止規定には抜け穴が残されていた。任期中の所属政党変更は禁止されていたも
10チ ャー トチ ャー イ 元 首 相 を筆 頭 とす る チ ュ ンハ ワ ン 、 ア デ ィ レー ク サ ー ン 、 タ ッパ ラ ン シー らの ラー
チ ャ クル ー 一 派 で あ る。
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チ ャー トパ ッ タナ ー 党 23.5% 22.4%
社会行動党 9.0% 8.2%
プラチャーコーンタイ党 8.1% 8.2
セ ー リー タム 党 1.8% 2.0%
ムワンチ ョン党 0.9% 2.0%
100.0% 100.0%
出所 筆者作成。




される。たとえば96年 のチャワリッ ト政権は与党議員221名 、閣僚49名 であった。議員4.5名
につき閣僚1名 とい う計算になる。連立与党には各党の議席数にほぼ比例 して閣僚ポス ト数が




しかしながら、閣僚ポス トには軽重の差がある。省にはA級 、B級 、C級 の3等 級があり、
副大臣よりも大臣のほ うが価値が高い。 このため与党間、与党内部で争奪戦が行われる。とり
わけ、人数に応 じて割 り振られた閣僚ポス トに誰を就任 させるかをめぐってはもめ事が生 じ、
党内派内に しこりが残ることが多い。閣僚になれなかったもの、閣僚になれてもポス トに不満
のあるものは内閣改造を急か して夢を実現しようとする。大きな派閥の領袖であるにもかかわ




2年 以内の閣僚交代 とい う空手形を切って当座を凌こうとする。首相は連立維持のために細心
の注意を払 う必要があ り、単独政権のように強い指導力を発揮することは困難であった。そ う
した努力にもかかわらず、有力派閥のボスの中には不満を募 らせ、次の選挙では規模;に見合 う
ポス トを割 り振ってくれそうな政党へ所属を変更するものがでてくる。与党は規模が小さくな







ず連立政権 となってきた。 さらにまた、政策や思想に差異が乏 しいことは連立工作を容易にし
てきた。その際、各党(党 内は別)へ の閣僚ポス ト配分をめぐるルールが確立されたことも重
要である。
次に、政治家は集票請負人を介 して票を集めてお り、有権者の声にあま り縛 られない。 自力
当選を果たす議員は政党への依存度が低いため自立的である。保守政党ばか りなのでどの政党
へでも移籍可能である。 こうした議員が政党や政権の安定を脅か してきた。 しかし、「民主制
は興味深い特徴を持っている。それは、政権の不安定性を制度的に組み込むことによって体制














この安定を自動車の乗 り心地や衝突安全性にたとえてみよう。1っ は有権者 と政党を切断す
る集票請負人制度である。有権者の面倒を見るのは個々の議員であり、政党や政府はそうした
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て政策の振幅幅を小 さくしている。失政の責任は トカゲの尻尾切 りのように与党第一党にすべ






やされていた。88年 にプ レームに代わって、政党政治家のチャー トチャーイが首相に就任す






官庁の要職経験者がず らりと顔を揃えてお り、76年 のターニン政権以来久 しぶ りの官僚政権
であった。この政権は付加価値税(消 費税)の 導入など長年懸案となっていた事項を次々と実
現 した。アーナンは92年5月 事件後にも同様な政権を組閣 した。直前の政党政権はもちろんの













それに加えて、92年5月 事件を契機 として軍が政治から撤退 したことも重要であった。80
年代までは軍が民主化の阻害要因とみなされていた。 しか し、その軍が政治から撤退 して、92
年9.月 以後形の上では申し分のない政党政治が実現 しても、政治には不満な点が多々残った。
誰が悪いのかとい うことになったとき、批判の眼差 しは政権を担当する政党政治家に向けられ
た。 このため、政治改革論が強ま り、94年 には政府が民主主義発展委員会を設置することに
なる。同委員会は1年 後に政治改革のための提言書を発表 した。そこには社会の諸悪の根源は
時代遅れの政治にあり、政治を清廉で能率的で安定 したものに改革 しなければならず、その手
法は憲法の全面改正であると記 されていた。重要なことは、諸悪の根源が政治であ り、悪 しき
政治の責任は政治家にあるとされたことであり、これがその後の政治改革論の基調 となったこ
とである。







彼 らは地方分権、権利や 自由の拡大を求めた。NGOが 中心である[PasukandBaker2000:
111-112,1116-119,153-155]a
こうした要求をいれる形で政治改革が憲法の全面改正によって実現された。1997年 憲法で
ある。この憲法は2勢 力の要望を折衷的に取 り入れている。1つ は政治の能率 ・安定 ・誠実を
謳い文句 とした権力関係の再編である。①国会議員や閣僚の資格要件を学歴が大卒以上のもの
に限定して、9割 以上の有権者から、とりわけ農村部住民のほぼ全員から被選挙権を剥奪 した。




にした。④閣僚や国会議員を監督す るための機関をいくつも設置 した。もう1つ の権利や 自由




どめてい ることに歴然 と示 されている。
民主化 の流れの中に位置づけるならば、政治改革論と97年 憲法は、議会政治に不平や異議
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を申し立てていた人々の意見を汲み取ってその不満を宥めた とい う意味で、民主政治の定着に
寄与 していた。 とりわけ保守派からの批判は国会議員を完全に悪役と見な してお り、立法権と
行政権の分離っま り国会議員の閣僚就任禁止 とい う議院内閣制の否定につなが りかねない措置
す ら求めていたことを考慮するな らば、国会議員の閣僚兼任禁止にとどまったことの意義は小
さくない。 さらに、この立場は金権政治を批判の俎上に載せるにもかかわ らず、標的を国会議
員のみに定め、実業家を視野の外において しまうとい う奇妙な特色があった。これはマス ・メ
ディアやそれを受け売 りにする研究者の言説において政治改革を要求する主体に、中間層、知
識人、NGOと 並んで実業家(あ るいは実業界)が 含め られていることと軌を一にしている。
それゆえ、憲法に政治家の収賄や不正蓄財に厳 しい規定が盛 り込まれる一方、贈賄側について
は何の規定 も盛 り込まれなかったのは不思議ではない。 これは実業界が政治改革に異論を唱え
なかった一因でもある。
政治の安定 との関連では、憲法起草が1997年 に行われたこともきわめて重要であった。通
貨危機が勃発 した7月2日 は、同年8月 の完成を目指 して1月 から始まっていた起草作業が終
盤にさしかかる時期であった。 この危機のゆえに、政府への不満に拍車がかかる一方、政治改
革が不可欠であるとい う確信が強まっていった。国会議員の権力削減を主旨とする憲法草案が












名以上、首相についてのみ200名 以上 と規定 し、首相への不信任案提出を困難にした。
新憲法に基づく最初の総選挙は2001年1月 に実施 された。結果は新党のタイラックタイ党
が過半数の250に 迫る議席を獲得 し、300名 をこえる安定多数の連立政権を組閣した。 同党の
大勝には2つ の大きな理由がある。1つ は当選可能性の高い有力な候補者をもっとも多 く集め
たことである。これは従来通 りであ り、何も変化 していない。しかしもう1つ は、たとえば農
35
第1部 アジア諸国の政治秩序















ら引きず りおろすことは困難である。 しかも大量の現職議員 を囲い込んでいるため、たとえ公














りの安定 した政権の登場は、タイの政治から多元性、柔軟 さ、融通無碍 といった特色を薄れ さ
せ、安定 を損なお うとしているのである。
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